
 

国：第 10 次職業能力開発基本計画と第 11 次職業能力開発基本計画（案）【ねらいと方向性の比較】 

人口減少社会、グローバル化の進展、ＡＩ、ビッグデータ等を背景と 
して、ビジネス環境・就業環境が変化する中、人々が能力を高め、 
その能力を存分に発揮できる全員参加の社会と人材の最適配置 
を同時に実現し、我が国経済を量の拡大と質の向上の双方の観点 
から成長させる「生産性向上に向けた人材育成戦略」として、職業 
能力開発施策の基本的方向を定める。 

第 10 次計画 

「全員参加の社会の実現加速」に向けた職業能力底上げの推進 

女性・若者・中高年齢者・障害者等、全ての人材が、その能力を存分 
に発揮できる「全員参加の社会」の実現加速に向け、個々の特性や 

ニーズに応じた職業能力開発の機会を提供し、一人一人の能力の 

底上げを図る 

産業界のニーズや地域の創意工夫を活かした人材育成の推進 

様々な主体が有機的なネットワークでつながり、地域特性や、産業 

ニーズを反映した人材育成を、地域レベルで実施していく 

人材の最適配置を実現するための労働市場インフラの戦略的展開 

人材の最適配置を図るとともに、個々の労働者の能力を最大限に活 

かすため、職業訓練制度や職業能力評価制度を車の両輪とした 

労働市場インフラの戦略的展開を図る 

生産性向上に向けた人材育成の強化 

国、企業、民間教育訓練機関、学校等の教育訓練資源を効果的 

に活用し、国全体の人材育成の抜本的な強化を図る 

新型コロナウイルス感染症の影響によるデジタル技術の社会実装 
の進展や労働市場の不確実性の高まり、人生 100 年時代の到来 
による労働者の職業人生の長期化など、労働者を取り巻く環境が 
大きく変化していくことが予想される中で、企業における人材 
育成を支援するとともに、労働者の主体的なキャリア形成を支援 
する人材育成戦略として、職業能力開発施策の基本的方向を定める。 

第 11 次計画（案） 

労働者の自律的・主体的なキャリア形成の推進 

労働市場の不確実性の高まりや職業人生の長期化等を踏まえ、労働者
が時代のニーズに即したスキルアップができるよう、キャリアプラン

 

労働市場インフラの強化 

中長期的な日本型雇用慣行の変化の可能性や労働者の主体的なキャリ

ア選択の拡大を視野に、雇用のセーフティネットとしての公的職業訓練

や職業能力のツール等の整備を進める 

全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進 

希望や能力等に応じた働き方が選択でき、誰もが活躍できる全員参加型

社会の実現のため、すべての者が少しずつでもスキルアップできるよ

う、個々の特性やニーズに応じた支援策を講じる 

産業構造・社会環境の変化を踏まえた職業能力開発の推進 

Society5.0 の実現に向けた経済社会の構造改革の進展を踏まえ、ＩＴ

人材など時代のニーズに即した人材育成を強化するとともに、職業能力

開発分野での新たな技術の活用や企業の人材育成の強化を図る 
技術の活用や企業の人材育成の強化を図る 
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